
国
民
年
金
保
険
料
納
付
額
証
明
書

の
送
付
に
つ
い
て

　

社
会
保
険
庁
で
は
、
平
成
16
年
中
に
国

民
年
金
の
保
険
料
を
納
め
ら
れ
た
方
に
対

し
て
、「
国
民
年
金
保
険
料
の
納
付
額
の

お
知
ら
せ
」
を
２
月
下
旬
か
ら
順
次
お
送

り
い
た
し
ま
す
。

　

こ
の
「
国
民
年
金
保
険
料
の
納
付
額
の

お
知
ら
せ
」
は
、
所
得
税
の
確
定
申
告
書

を
作
成
す
る
と
き
な
ど
、
納
め
た
保
険
料

額
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
な
場
合
が
あ

り
ま
す
の
で
、
大
切
に
保
管
し
て
い
た
だ

く
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

年
金
制
度
が
変
わ
り
ま
す

　

昨
年
、
国
民
年
金
改
正
法
（
国
民
年
金

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
）
が
成
立

し
、
さ
ま
ざ
ま
な
改
正
が
行
わ
れ
る
こ
と

に
な
り
ま
し
た
。

平
成
17
年
度
の
国
民
年
金
の
保
険
料

が
変
わ
り
ま
す

　

平
成
17
年
度
以
後
の
国
民
年
金
の
保

険
料
に
つ
き
ま
し
て
は
、
法
律
で
は
、
平

成
16
年
改
正
時
の
価
格
表
示
で
保
険
料

額
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、
そ

れ
ぞ
れ
の
年
度
ご
と
に
定
め
ら
れ
た
保
険

料
額
に
そ
の
年
度
の
保
険
料
改
定
率
を
乗

じ
て
得
た
額
が
、
そ
の
年
度
の
保
険
料
に

な
り
ま
す
。

※
平
成
17
年
度
の
保
険
料
改
定
率
は
１
と

定
め
ら
れ
た
た
め
、
平
成
17
年
４
月
分

か
ら
の
保
険
料
額
は
１
３
，５
８
０
円

と
な
り
ま
す
。

口
座
振
替
割
引
制
度
が
導
入
さ
れ
ま
す

　

平
成
17
年
４
月
よ
り
口
座
振
替
で
納

付
さ
れ
て
い
る
方
の
希
望
者
に
、
口
座
振

替
割
引
制
度
が
導
入
さ
れ
ま
す
。
通
常
は

納
付
対
象
月
の
翌
月
が
保
険
料
の
納
付
期

限
で
す
が
、
申
出
に
よ
り
当
月
に
口
座
振

替
を
行
う
場
合
に
保
険
料
が
１
ヵ
月
に
つ

き
４
０
円（
予
定
額
）割
引
が
適
用
さ
れ
ま

す
。
※
割
引
額
に
つ
い
て
は
、
毎
年
見
直

し
を
行
い
決
定
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
４
月
分
の
保
険
料
よ
り
早
収
割

引
を
さ
れ
る
方
に
つ
き
ま
し
て
は
、
３
月

分
の
保
険
料
の
口
座
振
替
日
が
４
月
末
日

で
あ
る
た
め
、
平
成
17
年
４
月
の
末
日
に

は
、
３
月
分
と
４
月
分
の
２
ヵ
月
分
の
保

険
料
が
引
き
落
と
し
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
の
で
、
留
意
願
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
前
納
（
４
月
に
ま
と
め
て
１

年
分
を
口
座
振
替
）
に
す
る
と
、
１
年
で

３
，４
２
０
円
の
割
引
に
な
り
ま
す
。（
現

金
払
い
で
は
２
，８
９
０
円
で
す
。）

※
１
年
前
納
の
口
座
振
替
申
込
書
は
役
場

に
も
あ
り
ま
す
が
、
平
成
17
年
３
月
上

旬
ま
で
に
社
会
保
険
事
務
所
に
お
申

し
込
み
い
た
だ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
の

で
、
お
早
め
に
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

第
３
号
被
保
険
者
の
届
出
も
れ
が
救

済
さ
れ
ま
す

　

過
去
に
第
３
号
被
保
険
者
期
間
の
届
出

漏
れ
が
あ
る
場
合
、
現
在
は
届
出
日
か
ら

遡
及
し
て
２
年
前
ま
で
の
期
間
し
か
保
険

料
納
付
済
期
間
に
算
入
さ
れ
ず
、
そ
れ
以

前
の
期
間
は
、「
保
険
料
を
未
納
し
て
い

る
」
の
と
同
じ
取
扱
い
に
な
り
ま
す
。

　

気
づ
か
な
い
ま
ま
で
す
と
、
将
来
年
金

を
も
ら
う
と
き
に
な
っ
て
、
も
ら
え
る
年

金
が
減
額
に
な
っ
た
り
、
場
合
に
よ
っ
て

は
受
給
権
を
満
た
せ
ず
年
金
を
も
ら
え
な

く
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
に
も
な
り
か
ね
ま

せ
ん
。

　

そ
こ
で
、
今
回
の
改
正
で
平
成
17
年

４
月
よ
り
、
特
例
の
届
出
を
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
２
年
前
以
前
の
未
届
期
間
に
つ
い

て
も
、
納
付
済
期
間
と
し
て
認
め
ら
れ
る

よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
施
行
後
２
年
以
上
遅
れ
て
届
出

し
た
場
合
に
、
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ

れ
ば
、
２
年
前
以
前
の
期
間
に
つ
い
て
も

納
付
済
期
間
に
算
入
さ
れ
ま
す
。

　

特
例
の
届
出
に
つ
き
ま
し
て
は
、
原
則

と
し
て
現
行
ど
お
り
、
事
業
主
経
由
で
社

会
保
険
事
務
所
に
提
出
し
て
い
た
だ
き
ま

す
。

免
除
基
準
の
変
更
お
よ
び
免
除
の
遡

及
承
認
が
さ
れ
ま
す

１
．
免
除
基
準
の
変
更

　
　
　
（
平
成
17
年
４
月
施
行
）

　

現
行
の
免
除
制
度
の
所
得
要
件
は
４

人
モ
デ
ル
を
基
準
に
設
定
さ
れ
て
い
ま

す
。
若
年
層
の
保
険
料
納
付
率
が
低
迷

し
て
い
る
な
か
、
若
年
層
に
多
い
単
身

世
帯
の
基
準
は
他
の
世
帯
類
型
と
比
べ

て
厳
し
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
こ
と
な

ど
を
踏
ま
え
、
単
身
世
帯
の
所
得
要
件

が
緩
和
さ
れ
ま
す
。

２
．
免
除
（
学
生
納
付
特
例
、
若
年
者
納

付
猶
予
を
含
む
）
の
遡

及
承
認
（
平
成
17
年
４

月
施
行
）

　

改
正
前
は
、
申
請
日

の
属
す
る
月
の
前
月
以

後
に
つ
い
て
免
除
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま

し
た
が
、
改
正
後
は
、

免
除
周
期
の
始
期
（
申

請
免
除
で
あ
れ
ば
７
月

「
た
だ
し
、
風
水
害
や

失
業
な
ど
の
理
由
で
あ

る
場
合
は
そ
の
事
由
の

発
生
し
た
前
月
」）
ま

で
遡
っ
て
承
認
さ
れ
る

こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

※
具
体
的
に
は
下
表
の

と
お
り
で
す
。

若
年
者
納
付
猶
予
制
度
が
創
設
さ
れ

ま
す

　

今
ま
で
は
、
若
年
者
が
免
除
申
請
を

行
っ
た
場
合
、
世
帯
主
で
あ
る
親
と
同
居

し
て
い
る
と
世
帯
主
の
収
入
が
多
け
れ
ば

免
除
が
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
今

回
の
改
正
で
平
成
17
年
４
月
よ
り
、
30
歳

未
満
の
若
年
者
に
つ
い
て
は
、
本
人
と
配

偶
者
の
所
得
が
免
除
に
該
当
す
れ
ば
、
保

険
料
の
納
付
が
猶
予
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
大
垣
社
会
保
険
事
務
所
ま

で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
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申請時期 17年4月 17年5月 17年6月 17年7月 17年7月　
～18年7月

承認
期間

始期 17年3月 17年4月 17年4月 17年4月 17年7月
終期 17年6月 18年6月
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